
林業・建設業における労災保険加入証明について 
 

国や道、地方公共団体等が発注する公共工事（建設の事業、林業のうち立木伐
採の事業）につきましては、受注業者が労災保険の加入もれを防止する観点から
労災保険加入済証明の用紙を労働基準監督署に持参又は郵送し、保険加入済証

明の用紙に「労災保険加入済」と記載された赤色のスタンプの押印を受け、発注
者に提出する「証明方式」をお願いしてきたところです。 
令和３年度より、労働局などに提出される、契約日から遡及して１年以内の受

付印及び領収印が押印されている保険関係成立届、年度更新申告書等の法定様
式控えを添付することによっても、労災保険加入済と取り扱っています。 

労災保険加入済みと扱う法定様式等については、別添の書式例等をご確認く

ださい。（※様式№1~№５） 
なお、従来の労災保険加入証明方式についても引続き、利用可能とします。 
（※様式№６、№７） 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
不明な点がございましたら下記あてご照会下さい。 

 
【照会先】北海道労働局労働保険徴収課適用係 
      電話 011-709-2311 内線 3613～3622 

 



１．労働保険番号について 

各労働基準監督署、各公共職業安定所、労働保険事務組合で振出される労働保険番号には、

一定のルールがあり、特に発注機関各位に関連性が高い、林業と建設業については、他の事

業と違い、下記のとおり労働保険番号が構成され、④基幹番号で判別できるようになってい

ます。（全国一律） 

 

※ 労働保険番号 

①  

府 県 

②  

所掌 

③  

管 轄 

④  

基 幹 番 号 

⑤  

枝 番 号 

              

①  都道府県コード（北海道は「０１」） 

② １・・・監督署所掌（林業・建設業の労災保険は必ず【１】となります。） 

３・・・安定所所掌（主に雇用保険のみの場合） 

③ 所掌により管轄する署･所番号 

④  署所において付与する事業場ごとの番号 

⑤ 枝番号は有期工事及び労働保険事務組合の場合は記入されるがそれ以外は「000」 

   

基 幹 番 号 対 応 す る 事 業 

500001～599999 林業（一括有期・その他の林業） 

600001～699999 土木建築工事業（一括有期） 

810001～849999 有期事業（大規模の立木の伐採、建設事業） 

850001～899999 有期事業（甲型共同企業体） 

900000～999999 労働保険事務組合委託事業 

 

具体例（重要） 

 
 林業（立木の伐採事業）→④基幹番号が５０万台又は８０万台、事務組合 

の場合は９０万台で基幹番号の末尾が４の場合 

 
  建設業        →④基幹番号が６０万台又は８０万台、事務組合 

の場合は９０万台で基幹番号の末尾が５の場合 
  

 

※ 一部発注する事業によっては、労働保険の業種判断から林業・建設業に分類されない

事業（測量、設計、調査など所謂建設コンサルタントや交通誘導など）のため、林業・

建設業の労働保険番号とならないケースもあります。 

労働保険番号と労働保険の書式について 



２．労働保険の成立、申告・納付に係る各種書類について 

① 保険関係成立届   

名称等の登録のため、労働保険に加入する際に、最初に提出する書類、単独有期事

業（注下記参照）の場合は、工事又は立木の伐採の事業ごとに労働保険に加入する

こととなるため、工事等ごとに必ず保険関係成立届を管轄する労働基準監督署に提

出します。（書式例№1） 

② 年度更新申告書 

一括有期事業（注下記参照）に該当する場合、一定規模未満の工事等を１保険年度

分まとめて、毎年７月１０日までに申告する手続きで使用します。 

提出方法は、直接労働局・監督署に提出する方法、保険料とともに金融機関で申告

納付する方法、労働保険事務組合（注下記参照）経由の場合は、事務組合が申告・

納付する保険料を計算し事業所に請求する方法があります。（書式例№2、№3、№4） 

 

※ 近年、電子申請手続きでの労働保険の成立、申告・納付が増えており、労働保険の手

続きが完了したのち、電子公文書を取得することにより、公的な証明がされた申告書

等が発行されます。（書式例№5） 

 

※ 一括有期事業とは 

一括有期事業とは、工事等ごとに、労働保険を成立させるのは煩雑になるため、一定

の規模未満の工事等を１年間分まとめて申告・納付を行う保険関係のことを示します。

その都度保険の手続きを行う必要はなく、年に一度、年度更新申告により、保険の申告・

納付を行っている場合は、原則として労災保険の給付対象となります。 

 

※ 一定の規模未満とは 

建設の事業の場合は、労働保険成立時に消費税抜き１億８千万円未満でかつ納付す

る保険料が１６０万円未満、林業（立木の伐採）の場合は、生産材の見込みが１，００

０ⅿ³未満の場合は一括有期事業対象となり、それを超える工事又は立木の伐採及び甲

型共同企業体の工事については、工事毎に労災保険を成立させることとなります。（単

独有期事業） 

 

※ 労働保険事務組合とは 

 労働保険事務組合とは、中小企業事業者が労働保険の事務負担を軽減するための制

度で、労働保険の申告納付等の手続きを委託先の事業者に代わりに保険の申告納付事

務を代行する仕組みです。 

委託している事業者は直接国に労働保険の申告納付を行わず、すべての手続きは労

働保険事務組合に行い、労働保険事務組合は、委託先事業者分をまとめて国に申告納付

する制度のため、事業者は労働保険事務組合に保険料を納付し、それに対して労働保険

事務組合が領収書を発行します。 
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札幌市中央区北 8 条西１丁目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  1,130,000,000 

5 9 1 4 
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  3 5 0 1

労働・基準建設・安定組特定共同企業体 

 

2 4 5 9 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 6 7

株式会社 労働建設 

代表取締役  基 準子 

      000-5555 

札幌市北区北 8 条西 2 丁目 1-1 

㈱労働建設 

 Ｎ8 労働ビル 新築工事 

  ＳＲＣ造 １０階建 

  建築事業 
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      011      999     0000 

 

 

－5. 4. 2 
 

   Ｈ15   4   1 

6 9 3 15 

   Ｒ6   5   31 

   Ｒ5   4   1 

札幌市北区北８条西２丁目 1-1 

      060-8566 

      011      709     2311 

北海道労働局長 労働太郎 

書式例 №1  労働保険関係成立届 



 

千 百 十 億 千 百 十 万 千 十 億 千 百 十 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 十 億 千 百 十 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千

千 百 十 億 千 百 十 万 千 億 千 百 十 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 十 億 千 百 十 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 十 億 千 百 十 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 十 億 千 百 十 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 十 億 千 百 十 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千

千 百 十 億 千 百 十 万 千

千 百 十 億 千 百 十 万 千 十 億 千 百 十 百 十 円

百 十 億 千 百 十 百 十 円

労働保険 概算・増加概算・確定保険料
申告書 継 続 事 業

一般拠出金石綿健康被害救済法 (一括有期事業を含む。）
下記のとおり申告します。

種 別 ※修正項目番号 ※入力徴定コード

3 2 7 0 1
項

１ 令 和 年 月 日
（

な
る
べ
く
折
り
曲
げ
な
い
よ
う
に
し
、

や
む
を
え
な
い
場
合
に
は
折
り
曲
げ
マ
ー

ク

▶
の
所
で
折
り
曲
げ
て
く
だ
さ
い
。
）

※ 各 種 区 分
①

労働

保険

番号

都道府県 所掌 産業分類

あて先　〒 060-8566

751 3501

管  轄 基      幹      番     号 枝     番     号 管轄(2) 保険関係等 業 種

0 0 0
項
２

札幌市北区北８条西２丁目１－１

②増加年月日（元号：平成は７） ③事業廃止等年月日（元号：平成は７） ※事業廃止等理由 札幌第１合同庁舎

0 0 0 0 0 －0 1 1 0 1 6

元 号

－
年

－
月

－
日 項

３

元 号

－
日 項

４

項

５－
年

－
月

2
十十 人百

④常時使用労働者数 ⑤雇用保険被保険者数 ⑥免除対象高齢労働者数 ※保険関係 ※片保険理由コード
十 万 千 百 十 項

７

万 千 百人 項

６

十 万 千

労働保険特別会計歳入徴収官殿 (注２) (注１)

一

般

拠

出

金

は

延

納

で

き

ま

せ

ん

石

綿

に

よ

る

健

康

被

害

の

救

済

に

関

す

る

法

律

第

 
条

第

1

項

に

基

づ

き
、

労

災

保

険

適

用

事

業

主

か

ら

徴

収

す

る

一

般

拠

出

金

月 1

項

10
北海道労働局

人 項

８

項

９

月 31 日 まで

0
項

12
円

8

日 から 令和 2 年 3⑦ 算定期間 平成 31 年 4

確

定

保

険

料

算

定

内

訳

区 分 ⑧ 保 険 料 ・ 拠 出 金 算 定 基 礎 額 ⑨保険料・拠出金率 ⑩ 確 定 保 険 料 ・一 般拠 出金 額 （ ⑧× ⑨）

労働保険料

千

，

労災保険分
(ﾛ) (ﾛ) 1000分の (ﾛ)

， ，

(ｲ) 1000分の (ｲ)
百 万

項

11
千円

4 5
(ｲ)

5 1

， ，

0 0
項

13

百 万 千

5

4
， ，

0
項

14
千円 円

4 8 4
， ， ，

雇
用
保
険
分

雇 用 保 険法
適 用 者 分

(ﾊ)
項

15
千円， ，

高 年 齢
労 働 者 分

(ﾆ) (ﾆ) 1000分の

保 険 料 算定
対 象 者 分

(ﾎ)
((ﾊ)
-(ﾆ))

項

17★.★★
千円 円， ， ， ，

(ﾆ)
万

項

16

千

千
(ﾎ) 1000分の (ﾎ)

百

項

18
千円

万

円， ， ， ， ，

項

19★.★★

（注1） 千円

千

一 般 拠 出 金 5 1 0
(ﾍ) (ﾍ) 1000分の (ﾍ)

百 万

令和 2 年 4

円， ， ， ， ，
1 0 2

項

360.020
項

35

概
算
・

増
加

概

算

保

険

料

算

定

内

訳

区 分 ⑫ 保 険 料 算 定 基 礎 額 の 見 込 額 ⑬ 保険料率 ⑭ 概 算 ・ 増 加 概 算 保 険 料 額 （ ⑫ × ⑬ ）

労働保険料
(ｲ) (ｲ) 1000分の (ｲ)

年 3 月 31 日 まで月 1 日 から 令和 3⑪ 算定期間

百 万 千

0
項

21
千円 円

4 8 4
， ， ，

労災保険分
(ﾛ) (ﾛ) 1000分の (ﾛ)

5
項

20

5 1

， ，

0 0
項
22

百 万 千

5 0
項
23

千円 円
4 8 4

， ， ， ， ，

雇
用
保
険
分

雇 用 保 険法
適 用 者 分

(ﾊ)
項

24
千円

保 険 料 算定
対 象 者 分

(ﾎ)
((ﾊ)
-(ﾆ))

(ﾎ) 1000分の (ﾎ)
百 万

項

25

， ，

高 年 齢
労 働 者 分

(ﾆ)

， ，

項

27
千円 円

千円
千

， ， ， ， ，

項

26

⑮事業主の郵便番号（変更のある場合記入） ⑯事業主の電話番号（変更のある場合記入）
⑰

－ －
項

28

項
31

項
32

項
33

項

29

項

30延納の申請 納付回数

※検算有無区分 ※算調対象区分 ※データ指示コード ※再入力区分 ※修正項目

－

⑧⑩⑫⑭欄の金額の前に「￥」記号を付さないで下さい

⑱ 申 告 済 概 算 保 険 料 額 42,000 ⑲ 申 告 済 概算 保 険 料 額
円

項
34

充 当 額 6,450 不 足 額 1 項

37

⑳ (ｲ) (⑱－⑩の(ｲ)) (ﾊ) (⑩の(ｲ)－⑱) ㉚

円 円

差 引 額 ( ﾛ) (⑱－⑩の(ｲ))
万 千

充当意思
      増加概算 保険料額

(⑭の(ｲ)－⑲)

項

38
円， ， ，

第

1

期

初

期

全
期
又
は

(ｲ)概算保険料額

(⑭の(ｲ)÷⑰＋次期

以降の円未満端数)

(ﾛ)労働保険料充当額(⑳の

(ｲ)(労働保険料分のみ))

(ﾊ)不足額(⑳の(ﾊ))

還 付 額

(ﾆ)今期労働保険料

((ｲ)－(ﾛ)又は(ｲ)＋(ﾊ))

(ﾎ)一般拠出金充当額

(⑳の(ｲ)(一般拠出金のみ))

(ﾍ)一般拠出金額

(⑩の(ﾍ)-㉒の(ﾎ)) (注2)

(ﾄ)今期納付額((ﾆ)+(ﾍ))

 

期

別

納

付

額

48,450 円 6,450 円

第
２
期

(ﾁ)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾘ)労働保険料充当額

(⑳の(ｲ)－    の(ﾛ))

(ﾇ)第2期納付額

((ﾁ)－(ﾘ))

建築事業

保険関係成立年月日

事業又は
作業の種類

円 42,000 円 円 102

円 円 円
事業廃止等理由

円 42,102 円

第
３
期

(ﾙ)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰)

(ｦ)労働保険料充当額(⑳の(ｲ)-

㉒の(ﾛ)－㉒の(ﾘ))

(ﾜ)第3期納付額

((ﾙ)－(ｦ))
郵便番号 電話番号

円 円 円

 
 

事

業

主

060-8566 011-000-0000

（ロ） 名　　称 北海労働　株式会社
 

事

業

( イ )所在地

（ハ） 氏　　名

(ロ)名　　称 法 人 の と き は

代 表 者 の 氏 名

代表取締役　　北海　太郎

加入している （ イ ） 労 災 保 険
（ ロ ） 雇 用 保 険

（イ）該当する
（ロ）該当しない

（イ） 住　　所
法人のときは主たる

事務所の所在地
札幌市北区北8条西2丁目1番1号特 掲 事 業

労働保険

37 8 9 0 1 21 2 3 4 5 6

21

23

22

24

2522

29

26

28

27

35

1:

2:

3:

労働保険料

のみに充当

一般拠出金

のみに充当

労働保険料

及び一般拠

出金に充当

(1)廃止

(3)個別

(5)その他

(2)委託

(4)労働者なし

㉛法人番号

’2年 7,-9

書式例 №2

労働保険 概算・増加概

算・確定保険料申告書

（労働局提出）

契約日から遡って１年以内

の受付印であること



 
 

 

  

千 百 十 億 千 百 十 万 千 十 億 千 百 十 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 十 億 千 百 十 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千

千 百 十 億 千 百 十 万 千 億 千 百 十 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 十 億 千 百 十 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 十 億 千 百 十 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 十 億 千 百 十 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千 十 億 千 百 十 百 十 円

千 百 十 億 千 百 十 万 千

千 百 十 億 千 百 十 万 千

千 百 十 億 千 百 十 万 千 十 億 千 百 十 百 十 円

百 十 億 千 百 十 百 十 円

37 8 9 0 1 21 2 3 4 5 6

 
事

業

( イ )所在地

（ハ） 氏　　名

(ロ)名　　称 法 人 の と き は

代 表 者 の 氏 名

代表取締役　　北海　太郎

加入している （ イ ） 労 災 保 険
（ ロ ） 雇 用 保 険

（イ）該当する
（ロ）該当しない

（イ） 住　　所
法人のときは主たる

事務所の所在地
札幌市北区北8条西2丁目1番1号特 掲 事 業

労働保険

第
３
期

(ﾙ)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰)

(ｦ)労働保険料充当額(⑳の(ｲ)-

㉒の(ﾛ)－㉒の(ﾘ))

(ﾜ)第3期納付額

((ﾙ)－(ｦ))
郵便番号 電話番号

円 円 円

 
 

事

業

主

060-8566 011-000-0000

（ロ） 名　　称 北海労働　株式会社

円 円 円
事業廃止等理由

円 42,102 円

(ﾎ)一般拠出金充当額

(⑳の(ｲ)(一般拠出金のみ))

(ﾍ)一般拠出金額

(⑩の(ﾍ)-㉒の(ﾎ)) (注2)

(ﾄ)今期納付額((ﾆ)+(ﾍ))

 
期

別

納

付

額

48,450 円 6,450 円

第
２
期

(ﾁ)概算保険料額

(⑭(ｲ)÷⑰)

(ﾘ)労働保険料充当額

(⑳の(ｲ)－    の(ﾛ))

(ﾇ)第2期納付額

((ﾁ)－(ﾘ))

建築事業

保険関係成立年月日

事業又は
作業の種類

円 42,000 円 円 102

円， ， ，
第

1

期

初

期

全
期
又
は

(ｲ)概算保険料額

(⑭の(ｲ)÷⑰＋次期

以降の円未満端数)

(ﾛ)労働保険料充当額(⑳の

(ｲ)(労働保険料分のみ))

(ﾊ)不足額(⑳の(ﾊ))

還 付 額

(ﾆ)今期労働保険料

((ｲ)－(ﾛ)又は(ｲ)＋(ﾊ))

充 当 額 6,450 不 足 額 1 項

37

⑳ (ｲ) (⑱－⑩の(ｲ)) (ﾊ) (⑩の(ｲ)－⑱) ㉚

円 円

差引 額 (ﾛ) (⑱－⑩の(ｲ))
万 千

充当意思
      増加概算 保険料額

(⑭の(ｲ)－⑲)

項
38

⑧⑩⑫⑭欄の金額の前に「￥」記号を付さないで下さい

⑱ 申 告 済 概 算 保 険 料 額 42,000 ⑲ 申 告済 概 算 保険 料額
円

項

34

項

31

項

32

項

33

項
29

項
30延納の申請 納付回数

※検算有無区分 ※算調対象区分 ※データ指示コード ※再入力区分 ※修正項目

－

⑮事業主の郵便番号（変更のある場合記入） ⑯事業主の電話番号（変更のある場合記入）
⑰

－ －
項
28

項

26

項

27
千円 円

千円
千

， ， ， ， ，

， ，

高 年 齢

労 働 者 分

(ﾆ)

， ，

， ， ， ， ，

雇
用
保
険
分

雇 用保 険法
適 用 者 分

(ﾊ)
項
24

千円

保 険料 算定
対 象 者 分

(ﾎ)
((ﾊ)
-(ﾆ))

(ﾎ) 1000分の (ﾎ)
百 万

項
25

百 万 千

5 0
項
23

千円 円
4 8 4労災保険分

(ﾛ) (ﾛ) 1000分の (ﾛ)

5
項
20

5 1

， ，

0 0
項
22

0
項
21

千円 円
4 8 4

， ， ，

百 万 千

概

算
・

増

加

概

算

保

険

料

算

定

内

訳

区 分 ⑫ 保 険 料 算 定 基 礎 額 の 見 込 額 ⑬ 保険料率 ⑭ 概 算 ・ 増 加 概 算 保 険 料 額 （ ⑫ × ⑬ ）

労働保険料
(ｲ) (ｲ) 1000分の (ｲ)

年 3 月 31 日 まで月 1 日 から 令和 3⑪ 算定期間 令和 2 年 4

円， ， ， ， ，
1 0 2

項
360.020

項
35

（注1） 千円

千

一 般 拠 出 金 5 1 0
(ﾍ) (ﾍ) 1000分の (ﾍ)

百 万

円， ， ， ， ，

項

19★.★★

千
(ﾎ) 1000分の (ﾎ)

百

項

18
千円

万

項
17★.★★

千円 円， ， ， ，

(ﾆ)
万

項
16

千

雇
用
保
険
分

雇 用保 険法
適 用 者 分

(ﾊ)
項
15

千円， ，

高 年 齢
労 働 者 分

(ﾆ) (ﾆ) 1000分の

保 険料 算定
対 象 者 分

(ﾎ)
((ﾊ)
-(ﾆ))

0
項

14
千円 円

4 8 4
， ， ，

5
(ｲ)

5 1

， ，

0 0
項

13

百 万 千

5

4
， ，

(ｲ) 1000分の (ｲ)
百 万

項
11

千円
4

確

定

保

険

料

算

定

内

訳

区 分 ⑧ 保 険 料 ・ 拠 出 金 算 定 基 礎 額 ⑨保険料・拠出金率 ⑩ 確 定 保 険 料 ・一 般拠 出金 額 （ ⑧× ⑨）

労働保険料

千

，

労災保険分
(ﾛ) (ﾛ) 1000分の (ﾛ)

， ，

から 令和 2 年 3⑦ 算定期間 平成 31 年 4

労働保険特別会計歳入徴収官殿 (注２) (注１)

一
般

拠
出
金

は
延
納
で

き
ま
せ

ん

石
綿

に
よ
る

健
康
被
害

の
救
済

に
関
す

る
法
律
第

 
条
第

1
項
に
基

づ
き
、

労
災
保

険
適
用
事

業
主
か

ら
徴
収
す

る
一
般

拠
出
金

月 1

項

10
北海道労働局

人 項

８

項

９

月 31 日 まで

0
項
12

円
8

日

④常時使用労働者数 ⑤雇用保険被保険者数 ⑥免除対象高齢労働者数 ※保険関係 ※片保険理由コード
十 万 千 百 十 項

７

万 千 百人 項

６

十 万 千

2
十十 人百

－
日 項

４
項
５－

年

－
月月

－
日 項

３

元 号

0 1 1 0 1 6

元 号

－
年

－

③事業廃止等年月日（元号：平成は７） ※事業廃止等理由 札幌第１合同庁舎

0 0 0 0 0 －

令 和 年 月 日
（

な
る
べ
く
折
り
曲
げ
な
い
よ

う
に
し
、

や
む
を
え
な
い
場
合
に
は
折
り
曲
げ
マ
ー

ク

▶
の
所
で
折
り
曲
げ
て
く
だ
さ
い
。
）

※ 各 種 区 分

①

労働

保険

番号

都道府県 所掌 産業分類

あて先　〒 060-8566

751 3501

管  轄 基      幹      番     号 枝     番     号 管轄(2) 保険関係等 業 種

0 0 0
項

２
札幌市北区北８条西２丁目１－１

②増加年月日（元号：平成は７）

3 2 7 0 1
項
１

労働保険 概算・増加概算・確定保険料
申告書 継 続 事 業

一般拠出金石綿健康被害救済法 (一括有期事業を含む。）
下記のとおり申告します。

種 別 ※修正項目番号 ※入力徴定コード

21

23

22

24

2522

29

26

28

27

35

1:

2:

3:

労働保険料

のみに充当

一般拠出金

のみに充当

労働保険料

及び一般拠

出金に充当

(1)廃止

(3)個別

(5)その他

(2)委託

(4)労働者なし

㉛法人番号

書式例 №3-1

労働保険 概算・増加概算・確定

保険料申告書 （金融機関提出）

0 1 1 0 1 6 0 0 0 0 0

北海道労働局

1 0 2

9  0 2 9  0 2

6 2

4 2 1 0 2 

4 2 0 0 0 

060-8566 

札幌市北区北 8条西 2 丁目 1 番 1 号 

北海労働 株式会社 

3 1 北海労働 株式会社 

0 2

060-8566 

札幌市北区北 8 条西 2 丁目 1-1 

札幌第 1 合同庁舎

1 0 2

金融機関経由で提

出された場合は、監督

署の受付印は押印さ

れません。 

 代わりに領収済通知

書に金融機関が押印

する、領収日付印をも

って証明といたします。 

書式例 №３ 

労働保険 概算・増加概算・申告書 

（金融機関提出） 

契約日から遡って 

１年以内の収納印で

あること 



 

組様式第8号

千 百

上記の金額を受領しました。

領収年月日 年 月

労働保険事務組合の

(2.2)

※実際のサイズは、141㎜×96㎜です。拡大しています。

枝番号

令和2 7 1

\ 9 9 0 0 0

5 00

計

氏　　名

所在地　　札幌市北区北8条西2丁目1番1号

摘   要納 入 金 額

  54,000     円

45,000

延     滞     金

代表者　　代表取締役　　労働　花子

No.　　7

概　算　保　険　料

全 ・ １ ・ ２ ・ ３

0 1 1

日

名   称　　北海道労働保険事務組合

内

　

 

　

　

　

訳

保

険

料

拠

出

金

種   別

確 定 保 険 料

追     徴     金

延     滞     金

一 般 拠 出 金

追     徴     金

代表取締役　　北海　太郎　　　　　殿

委託事業主の

金
万 十 円

住　　所 株式会社　北海

0 1 9 0 0 0 0 1

労働保険料等領収書

府 県 所掌 管 轄
労働保険

番　  　号

基  幹  番  号

書式例 №4

労働保険

事務組合

発行の

領収書

契約日から

遡って１年以

内の領収日

であること

理事長 労働 花子 



 

 

 

  

600000 751 3501 

5100 

2 

48450 

6,450 48,450 

42,000 

102 

102 

6,450 

42,102 

5100 

42,000 

48450 

5100 

48450 

48450 

札幌市北区北 8 条西 2 丁目 1 番 1 号 

011-000-0000 060-8566 

北海労働株式会社 

札幌市北区北 8 条西 2 丁目 1 番 1 号 北海労働株式会社 

代表取締役 北海 太郎 

011-123-4567 
社会保険労務士 

労働 花子 

202006011234567890 
202006040987654321 

書式例 №5 

電子公文書 

契約日から遡って１年以

内の受付日であること 



 

（証明印）

（工事番号　　　　　　　　　　　）

住　所

氏　名

労働者災害補償保険の保険関係は
成立済みである。

0 1

府　県 所掌 管　轄 基　　幹　　番　　号 枝　番　号

1 8 5 0 0 0

労働者災害補償保険　　保険関係成立の証

労 働 保 険 番 号

労働基準監督署
証　　　明　　　欄

保　険　加　入　者

工　　事　　場　　所

工　　　　事　　　　名

0 1 1 0

N8労働ビル　新築工事

札幌市中央区北８条西２丁目1-1

　札幌市北区北８条西２丁目1-1

株式会社労働建設
代表取締役　　基　準子

0 0

保険関係成立済

01

01

書式例 №6

労働者災害補償保険 加入証明



 

 

の

住
　

所

氏
　

名

　
　

　
　

　
北

　
有

　
第

　
　

　
　

　
　

　
　

　
号

N
8
労

働
ビ

ル
　
新

築
工

事
札

幌
市

中
央

区
北

８
条

西
２
丁

目
1
-
1

　
札

幌
市

北
区

北
８
条

西
２
丁

目
1-

1

　
株

式
会

社
　

労
働

建
設

　
代

表
取

締
役

　
　

基
　

準
子

　
0
1
.1

.0
1

8
5
0
0
0
0
-
0
0
1

　
　

　
　

　
令

和
　

３
 　

年
　

４
　

月
　

１
　

日

　
　

労
働

者
災

害
補

償
保

険
　

保
険

関
係

成
立

届

　
　

を
提

出
済

み
で

あ
る

。

労
働

局
（労

働
基

準
監

督
署

）の
印

保
　

　
険

　
　

加
　

　
入

　
　

者

労
働

者
災

害
補

償
保

険
　
　

保
険

関
係

成
立

の
証

保
　

険
　

関
　

係
　

成
　

立
　

記
　

号
　

番
　

号
工

　
　

事
　

　
の

　
　

名
　

　
称

　
工

　
　

事
　

　
の

　
　

場
　

　
所

　
　

　
記

　
　

号
　

　
　

　
　

　
　

　
番

　
　

号

保
険

関
係

成
立

済

01 01

書式例 №7

労働者災害補償保険 加入証明


